
平成30年度第１回湯沢市総合教育会議 

 

 と き：平成30年11月27日(火) 

 午前９時 

 ところ：本庁舎 会議室41   

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 市長あいさつ 

 

 

３ 教育長あいさつ 

 

 

４ 案 件 

 

(1) 

 

 

平成31年度の主な取組予定について 

 

＜ 資 料 １ ＞

５ その他 

 

 

６ 閉 会 



資料 １ 
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平成31年度重点事業 

（所属：教育部教育総務課）

事 業 名 学校用パソコン更新事業 

 

教育大綱 

基本方針 

 

学習環境の充実 

 

摘  要 

  

 平成29年度から計画的に進めている学校用パソコンの更新

は、31年度は雄勝中学校と皆瀬中学校の学習用パソコンをタブ

レットにする。また、校務システムの保守が平成31年12月で終

了することから、新校務システムを構築・導入する。 

〈パソコン更新事業〉いずれも５年リースの予定 

 ・29年度 ８校：学習用パソコン  事業費 53,249千円 

      （稲庭小、三梨小、川連小、駒形小、  

北中、山田中、南中、稲川中） 

 ・30年度 全校：校務用パソコン  事業費 122,920千円 

       デスクトップとタブレット 

 ・31年度 ２校：学習用パソコン  事業費 16,728千円 

        （雄勝中、皆瀬中） 

      新校務システム構築   事業費 25,000千円 

 ・32年度 ７校：学習用パソコン 

      （東小、西小、三関小、山田小、須川小、 

雄勝小、皆瀬小） 
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平成31年度重点事業 

（所属：教育部教育総務課）

事 業 名 給食用食器漆器導入事業 

 

教育大綱 

基本方針 

 

特色ある学校教育 

 

摘  要 

 

 学校給食の目的のひとつである「食育」の観点から、また地

場産品を活用することによる地域への理解や郷土愛の醸成のた

め、学校給食での漆器食器の導入を目指す。そのため、実際の

漆器食器を使って、給食センターで食器洗浄システムへの対応

検証を行う。              

・30年度 検証用うどん椀50個製作  事業費 702千円  

・31年度 検証 

 

 

 

平成31年度重点事業 

（所属：教育部教育総務課）

事 業 名 小中学校エアコン整備事業 

 

教育大綱 

基本方針 

 

学習環境の充実 

 

摘  要 

  

 児童生徒の健康維持と猛暑の中でも意欲を持って学習できる

良好な教育環境を構築するため、学校施設（普通教室、特別支

援教室、特別教室等の必要箇所）へのエアコン設置を進める。

 

・平成30年度   基本設計（全体計画策定）事業費9,091千円 

・平成31年度   実施設計        事業費25,488千円

・平成32～33年度  設置工事       
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平成31年度重点事業 

（所属：教育部学校教育課）

事 業 名 コミュニティ・スクール推進事業 

 

教育大綱 

基本方針 

 

特色ある学校教育 

 

摘  要 

  

平成32年度までに全小・中学校をコミュニティ・スクールと

して「地域とともにある学校」づくりを推進する。平成31年度

に設置する学校への学校運営協議会支援、平成32年度から設置

する学校への準備に係る支援を行う。 

平成31年度設置校        事業費 1,655千円 

湯沢東小・湯沢北中、雄勝小・雄勝中、皆瀬小・皆瀬中 

平成32年度設置校 

山田小・山田中、湯沢西小・三関小・須川小・湯沢南中、

稲庭小・三梨小・川連小・駒形小・稲川中 

  

 

 

平成31年度重点事業 

（所属：教育部学校教育課）

事 業 名 英語コミュニケーション能力育成事業 

 

教育大綱 

基本方針 

 

特色ある学校教育 

 

摘  要 

  

 市内中学２・３年生全生徒に対し、英語検定５級以上１回分

を全額負担。県の事業であるIBA受検の結果を踏まえ、生徒各自

が自分のレベルを踏まえた受検を促すことで合格率が上がる状

況を作り出し、生徒の自信をもたせつつ英語学習への興味関心

を高めながら英語コミュニケーション能力の育成を図る。 

 事業費 1,879千円 
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平成31年度重点事業 

（所属：教育部学校教育課）

事 業 名 社会科副読本作成事業 

 

教育大綱 

基本方針 

 

特色ある学校教育 

               

 

摘  要 

 

 小学校３年及び４年の社会科学習において、湯沢市の特色あ

ふれる暮らしや歴史などをより深く学習するために、社会科の

副読本「わたしたちの湯沢市」を作成・配布する。既刊の副読

本は平成18年から内容が刷新されておらず、現状の湯沢市に沿

った社会科学習の実施を目指す。 

 平成31年度 1,600冊作成（５年分） 

 配布部数 H32(564冊) H33(266冊)  H34(249冊) 

      H35(262冊)  H36(203冊)  H37(改訂) 

 事業費 2,506千円 

 

 

 

平成31年度重点事業 

（所属：教育部学校教育課）

事 業 名 学校情報環境推進事業 

 

教育大綱 

基本方針 

 

特色ある学校教育 

 

摘  要 

 

学習指導要領の改訂により、平成32年度から小学校プログラ

ミング教育が必修化されたことに伴い、児童に対し、より高質

な学習を提供するとともに、教職員のプログラミングに係る知

識を向上させる。 

事業費 957千円  

 

 

 

 



- 5 - 
 

 

平成31年度重点事業 

（所属：教育部生涯学習課）

事 業 名 文化財保護費（文化財保存・活用基本計画の策定） 

 

教育大綱 

基本方針 

 

歴史文化の保護・継承・活用 

（郷土愛を育み、地域の歴史や文化を次世代へ引き継ぐ体制の

整備を進めます） 

 

摘  要 

 

 平成31年４月１日施行、文化財保護法の改正に伴い、市町村

毎の文化財保存・活用に関する基本計画を策定し取り組むべき

とされたことを受け、本市においても167件に及ぶ指定文化財及

び指定に類する文化遺産の保存活用計画を策定し、次代への継

承を図っていく。 

 ・策定委員会設置条例の制定 

 ・策定委員会の開催（年６回を予定） 

 ・策定委員の構成（計６人を予定） 

   博物館学芸員   （２人） 

   県文化財保護室  （１人） 

   大学教授等の学識者（１人） 

   地元文化財関係者 （２人） 

 

   事業費 710千円 

礼 委員出務者報酬  360千円 
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平成31年度重点事業 

（所属：教育部生涯学習課）

事 業 名 歴史資料館整備検討事業 

 

教育大綱 

基本方針 

 

歴史文化の保護・継承・活用 

（文化財の保護と活用を通して、郷土の歴史に親しむ環境づく

りを進めます） 

 

摘  要 

  

 平成30年12月に取りまとめ予定の歴史資料館整備検討会によ

る「基本構想策定に向けた提言」を踏まえ、庁内で十分な検討

の上、歴史資料館整備の方向性を決定する。 

 

平成31年度重点事業 

（所属：教育部生涯学習課）

事 業 名 佐竹南家御日記翻刻事業 

（佐竹南家御日記翻刻本第13巻の発刊） 

 

教育大綱 

基本方針 

 

歴史文化の保護・継承・活用 

（郷土愛を育み、地域の歴史や文化を次世代へ引き継ぐ体制の

整備を進めます） 

  摘  要 

  

 平成２年11月19日付、「佐竹南家御日記出版に関する調査・

検討委員会」の答申に基づき、平成６年度に第１巻を発刊して

以来、隔年のペースで発刊しており、平成29年度に第12巻を発

刊したことから、平成31年度に第13巻を発刊する。 

 ・佐竹南家御日記翻刻本 第13巻 

   宝暦13年(1763)〜安永４年(1775)の13年分 

   本文851ページ 

 

   事業費 3,988千円   報償費 謝礼       

1,118千円         校正技術指導謝礼 200千 
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平成31年度重点事業 

（所属：教育部生涯学習課）

事 業 名 体育施設改修等事業 

 

教育大綱 

基本方針 

 

スポーツの振興 

 

摘  要 

  

湯沢市スポーツ施設整備実施計画に基づく改修整備を行う。 

平成31年度の主な事業 

・稲川体育館耐震補強工事      事業費 11,046千円 

・体育センター耐震補強工事     事業費 54,944千円 

・旧湯沢スキー場付帯施設解体工事  事業費 16,748千円 

・総合体育館アリーナ床等工事実施設計業務委託 

                  事業費  4,213千円 

 

 

 

平成31年度重点事業 

（所属：福祉保健部子ども未来課）

事 業 名 病児保育業務委託事業 

 

教育大綱 

基本方針 

 

学習環境の充実 

 

摘  要 保護者の就労等の関係から病気の児童を自宅で保育できない

場合に対応する病児対応型の病児保育を実施する。 

これは、病気の回復期に至らない場合で、当面の症状の急変

が認められない児童を専用施設で一時的に保育するものであ

る。この施設を市が整備し、運営を業務委託する。 

【事業計画】 

・実施場所 JA 秋田厚生連雄勝中央病院 ６階 

・開 設 日  平成 31 年 11 月  入所定員 ６人 

・対象児童 生後８週から小学６年生までの児童 

・開所日時 平日、午前８時 30 分から午後６時 

・事業費  15,112 千円 

 


